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 湧水量の増大につながる施策の検討 

 

6.1 郷土文化館下の湧水とママ下湧水の湧水量の違いの原因に関する考察 

郷土文化館下の湧水、ママ下湧水および谷保天満宮常盤の清水（以下、常盤の清水）

は、いずれも武蔵野台地上に降った雨が地下に浸透し、段丘礫層中を南東方向に流れ、

段丘礫層が多摩川によって削剥された崖部で湧出している。段丘礫層の形成時期はそれ

ぞれ異なるものの、湧出メカニズムとしてはいずれも大きな違いはない。 

一方で、集水域の検討の結果、それぞれの湧水の集水面積に有意な差があることが把

握された（表 6-1参照）。具体的には、ママ下湧水の集水域は国立市のみに留まらず、周

辺の立川市、昭島市、福生市まで至ることが推定され、郷土文化館下の湧水および常盤

の清水の集水域は狭く、いずれも国立市内で収束していると推定された（図 6-1参照）。

その面積比は郷土文化館下の湧水については、ママ下湧水の0.47%しかなく、水収支解析

の結果、平成29年時点の涵養量も大きく異なることが把握された。 

表 6-1 湧水地点毎の集水面積と涵養量の違い 

平成29年時点 
ママ下湧水 郷土文化館下の 

湧水 

谷保天満宮 

常盤の清水 

集水面積（m2） 

（ママ下湧水に対する割合） 

12,344,917.4 

（100%） 

57,845.9 

(0.47%) 

105,048.0 

(0.85%) 

涵養量（千m3/year） 

（ママ下湧水に対する割合） 

3,286,634 

（100%） 

18,432 

(0.6%) 

16,541 

(0.5%) 

 

 

図 6-1 集水域の比較  
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さらに各湧水の集水域における過去から現在にかけての涵養量の変化によれば、ママ

下湧水の涵養量の減少率は大正6-13年に対して約40%であるのに比べ、郷土文化館下の湧

水のそれは約55%と大きい（図 6-2および図 6-3参照）。涵養量の減少要因としては、都

市化に伴う涵養しやすい土地の減少が挙げられるが、郷土文化館下の湧水の集水域では、

ほとんどが建物用地となっており、涵養しやすい土地利用が極端に少ない（図 6-4参照）。

一方、ママ下湧水の集水域は広大であり、集水域内には昭和記念公園のような大規模な

公園等が位置している（図 6-5参照）。一般に公園は森林や芝等涵養能力の高い植物等で

構成されることから、重要な涵養源として機能していると考えられる。 

これらを踏まえると、ママ下湧水と郷土文化館下の湧水の湧出量の違いの要因として、

集水域の面積および集水域内の土地利用の差が大きいことが考えられる。 

 

 

図 6-2 郷土文化館下の湧水および常盤の清水集水域の涵養量の変化 

 

 

図 6-3 ママ下湧水集水域の涵養量の変化 
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図 6-4 郷土文化館下の湧水の集水域の土地利用変化 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 ママ下湧水集水域の土地利用変化  
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6.2 郷土文化館下の湧水の増大に繋がる施策検討 

6.2.1  取り組むべき施策と課題の設定 

郷土文化館下の湧水の増大に向けた課題の設定にあたっては、まず郷土文化館周

辺における地下水に関する自然環境や社会環境の現状を整理し、次に国立市におけ

る理想の姿と比較した上で、それらのギャップから検討した。これらの課題に対し、

取るべき具体的な施策を整理した（図 6-6参照）。 

 

 

図 6-6 課題設定の検討概念 
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(1)  現状把握 

1) 現在の湧水状況 

2018年12月26日に郷土文化館下の湧水の確認を行った。 

郷土文化館下の湧水は、郷土文化館東側の凹地（以下、郷土文化館下の湧水

①）および郷土文化館南側に位置する青柳崖線（以下、郷土文化館下の湧水②）

の2か所から湧出している。本検討では、これら2か所を対象として検討を行っ

た。 

郷土文化館下の湧水①は、民家が立ち並ぶ宅地内の沢の擁壁下部から湧出し

ており、湧水量は郷土文化館下の湧水②に比べて多く、5L/分程度であった。

湧出箇所は道路からスロープ状の坂道が続いており、アクセスが容易である。

また、湧出箇所には上流の水路から流下した水路水と湧水を隔てる仕切りがあ

り、湧出箇所周辺は除草等整備されているように見受けられる。一方で、周辺

は住宅化が進んでおり、現在は頻繁な水利用等はなされていないと考えられる。 

郷土文化館下の湧水②は青柳崖線から湧出している。湧出箇所周辺は、草本

が繁茂しており、特定外来種であるオオフサモの繁茂が確認された。また、目

視では明瞭な流水は確認できず、湧出量は浸み出し程度と見受けられた。湧水

周辺が手入れされているとは言い難く、市民が訪れている様子は見受けられな

い。 

 

  

図- 6-1 郷土文化館下の湧水状況 

  

図 6-7 郷土文化館下の湧水②周辺に繁茂するオオフサモ  
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2) 湧水のメカニズム 

郷土文化館周辺の地質は、下位より古第三紀～第四紀更新世に堆積した上総

層群、段丘礫層（立川礫層、青柳礫層など）および関東ローム層からなる。下

位の上総層群のうち、砂や礫といった間隙の大きな地層には深い地下水が流動

している。また、上総層群を覆う段丘礫層は、透水性が高く、台地に降った降

水が浅い地下水として段丘礫層中を流れ、ハケやママと言われる崖で湧水とし

て湧き出している（図 6-8参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8 国立市における浅い地下水と湧水の流れ 
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3) 集水域 

郷土文化館下の湧水の集水域は、本検討にて図 6-9に示す範囲と推定され、

推定面積は57,845.9m2である。集水域は、ママ下湧水に比べて極めて狭い。 

なお、湧水の集水域は、現地における地形および地下水面等高線の尾根から

設定しているが、集水域を含む周辺の地下水位の変化に応じ、集水域も変化す

ると考えられる。 

 

 

図 6-9 郷土文化館下の湧水の集水域  
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4) 降水量 

図 6-10は、国立市近傍に位置するアメダス観測地点（府中および八王子）

および東京の年間降水量の変化を示している。1875年からの記録があるのは東

京のみであるが、これによれば1875年以降の降水量に経年変動はあるものの、

長期的な傾向としては安定している。 

 

図 6-10 国立市周辺の年間降水量の変化 

 

 

図 6-11は、国立市近傍に位置するアメダス観測地点（府中および八王子）

のおよび東京の年間平均気温の変化を示している。これによれば、いずれの観

測地点も年間平均気温は上昇傾向を示している。 

 

図 6-11 国立市周辺の年間平均気温の変化 
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一方、IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）による第五次評価報告書

によれば、人間活動が20世紀半ば以降に観測された温暖化の支配的な要因であ

った可能性が極めて高いとされ、温暖化については「疑う余地がない」とされ

ている。 

また、気象庁による「気候変化レポート 2015 －関東甲信・北陸・東海地方

－」によれば、2076～2095年の降水量は1980～1999年に比べ、数10mm増加する

とされ（図 6-12）、1時間降水量50mm以上の発生回数は、現在の2.5倍程度にな

ると予想される（図 6-13）。すなわち、湧水の起源となる降水は、今後増加す

るものの、短時間で集中的な豪雨の発生回数も増加するため、涵養量としては

減少することも考えられる。 

 

 

 

図 6-12 東京都における将来（2076～2095年）の降水量変化 

出典：気象庁, 気候変化レポート 2015 －関東甲信・北陸・東海地方－ 

 

図 6-13 東京都における将来（2076～2095年）の1時間降水量50mm以上の回数の変化 

出典：気象庁, 気候変化レポート 2015 －関東甲信・北陸・東海地方－ 
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5) 人口 

国立市における人口変動を図 6-14に示す。 

これによれば、国立市の人口は大正時代で2,611人であったが、昭和時代に

入り徐々に増加し、昭和50年には60,000人を超え、平成12年以降は70,000人以

上で推移している。特に、第二次世界大戦（昭和16年～20年）後の人口増加が

顕著である。 

 

 

図 6-14 国立市における人口変動 
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6) 土地利用 

国立市における土地利用の変遷を図 6-15に、土地利用平面図を図 6-16に示

す。 

これによれば、大正10年頃の土地利用は主に森林、その他の農用地（畑地）

であったが、戦後に急速な都市化が進み、平成19年および平成29年は涵養能力

の低い建物用地や道路が65%を占める。 

 

 

図 6-15 国立市における土地利用の変遷 
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図 6-16 土地利用の変遷 
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7) 涵養量 

本検討では、大正6～13年、昭和19～29年、平成3～4年、平成19年および平

成29年の5か年について、水収支解析を行い、涵養量の変化を検討した（図 6-17

および図 6-18）。その結果、国立市や各湧水の集水域における涵養量は過去か

ら現在にかけて減少傾向が認められ、平成29年の郷土文化館下の湧水における

涵養量は大正6-13年に比べ約55%減少となっている。一方、地下水の起源とな

る降水量は図 6-10に示した通り、経年的に変動はあるものの、傾向としては

安定している。 

涵養量が減少した要因としては、台地の都市化が進み、建物やアスファルト

等によって被覆されたことにより、雨水の多くが表面流出として河川に流出し

たことが大きな要因として挙げられる。 

 

 

 

図 6-17 涵養量の変化 
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図 6-18 水収支解析による国立市の涵養量の経年変化 

   

大正6-13年 昭和19-29年 

平成3-4年 平成19年 

平成29年 
凡例

年間地下水涵養量（mm）　　

- 100

100 - 200

200 - 300

300 - 400

400 - 500

500 - 600

600 - 700

700 - 800

800 - 900

900 - 1000

1000 - 1100

1100 -



6-15 

8) 郷土文化館下の湧水の集水域における地下水利用 

国立市では、平成16年～17年に市内に分布する井戸の利用状況等の調査が行

われている。これによれば、郷土文化館下の湧水の集水域では、3件の浅井戸

が確認されており、いずれの井戸も調査当時に利水がなされているとのことで

あった。このうち、南養寺に位置する井戸は、井戸深度がGL-6.2mであり、地

下水位はGL-4.7mで確認されている。また、井戸水は散水や手洗い等雑用水に

利用されているとのことであった。 

一方、集水域には大規模な工場等は立地しておらず、いずれの水源も浅井戸

での雑用水程度の水利用であることから、大規模な取水等はなされていないと

考えられる。 

図 6-19に井戸分布を示す。 

 

  

図 6-19 郷土文化館下の湧水の集水域における浅井戸の分布 
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9) 既存の地下水増大に向けた施策 

国立市では、地下水増大施策の一つとして雨水浸透ます等の設置を奨励して

おり、公共施設への導入の他、市民への指導を行っている。対象地周辺では、

くにたち郷土文化館に雨水浸透ますが設置されている。文化館の竣工図によれ

ば、雨水浸透ますは文化館建屋の周辺に計10か所設けられているほか、雨水浸

透ますを繋ぐ管路には有孔管が用いられており、屋根に降った雨が周囲で浸透

する仕組みとなっている（図 6-20）。 

また、国立市によれば周辺の家屋においても雨水浸透施設が設置されている

可能性があるが、個人情報を含むため、具体的な設置位置、容量および設置箇

所数は不明である。 
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図 6-20 くにたち郷土文化館における雨水浸透施設設置位置 

出典：ニッポー設備株式会社,くにたち郷土文化館竣工図（国立市より受領）

雨水浸透ます 
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(2)  理想の姿 

図 6-21および図 6-22には、1986年（昭和61年）に撮影された郷土文化館下の

湧水②の状況を示している。これによれば、郷土文化館下の湧水②において地下

水の湧出が明瞭に確認することができる。前述の土地利用変化によれば、1986年

（昭和61年）に近い平成3～4年にはすでに国立市の都市化が進んでおり、それ以

前に比べ湧水量は減少していたことも想定されるものの、当該写真が撮影された

時期（平成初め）は、湧水復活を目指す郷土文化館下の湧水のマイルストーンと

捉えることができる。また、当時の湧出点は現在に比べ、雑草等が少ないことか

ら、周辺住民等の訪問者や水利用が存在し、人為的な手入れがなされていたよう

にも見える。 

 

図 6-21 1986年（昭和61年）の郷土文化館下の湧水②の状況 

出典：国立市所有資料 

 

図 6-22 1986年（昭和61年）の郷土文化館下の湧水②周辺状況 

出典：国立市所有資料 
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湧水は、国立市における守るべき自然環境の1つであるほか、市民の憩いの場や、

子供達の学びの場でもあり、遊びの場でもある。そして、災害時の生活用水とし

ての活用できる貴重な資源である。このため、この貴重な湧水がかつての湧水と

同程度の湧出量となるとともに、それが持続的に維持される状態、すなわち市民

等との連携による湧水環境の保全や水文化の継承の実現が目指すべき姿と考えら

れる。 

 

一方で、理想の姿を踏まえて具体的な行動に移すためには、水量や水質等の湧

水の状態、市民や事業者との協働ならびに地下水の管理の現状を整理し、それぞ

れの項目に対する理想の姿を思い描く必要がある。 

表 6-2には、湧水保全や地下水管理にて重要な項目に対する現状と理想の姿を

整理した。 
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表 6-2 湧水保全・地下水管理に対する現状と理想の姿 

項目 現状 理想の姿 

水
量 

 湧出量の減少が認められ、郷土文

化館下の湧水では、特に湧出量が

わずかである 

 年間を通じて豊富な湧水が認めら

れ、平成初め年レベルまで回復し、

市民が訪れる環境となっている 

水
質 

 大腸菌やテトラクロロエチレン、

硝酸性窒素等の環境基準値超過が

一部で確認されている 

 地下水質の改善が認められ、継続

的に環境基準を満足する水質を保

ち続けている 

生
態
系 

 草本が繁茂し、湧水特有の生態系

が消滅している 

 外来種が繁茂している 

 湧水周辺に、特有の生態系が形成

され、子供たちの環境学習の場と

なっている 

管
理 

 ママ下湧水や常盤の清水は湧出地

点周辺の管理がなされているもの

の、行政、市民、事業者が協力し

て管理している状況ではない 

 行政、事業者、市民が協力し、湧

水箇所の保全や、涵養量の施策が

一丸となって行われている 

 現況の湧出量のモニタリングがな

されていない 

 継続的なモニタリングにより、長

期的な変化を把握することができ

る 

 地下水増大施策の効果や課題を把

握することができる 

事
業
者 

 城山公園の整備等に協力頂いてい

る企業がある 

 里人会議等引き続き協力いただけ

るようにする 

 協力事業者が増えている 

市
民 

 ママ下湧水等著名な湧水を訪れる

市民は存在するものの、若年層を

中心に認知度が低い 

 各世代から認知され、休日には子

供、家族、お年寄りが訪れる 

 高校や大学等の教育機関での環境

学習等の場としてなり、学生から

の情報発信等がなされている 

 市民による保全活動はほとんどな

されていない 

 周辺住民等により、清掃等が活発

に行われている 

 行政等とともに湧水を積極的なア

ピールを行い、地域を盛り上げて

いる 
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(3)  課題および湧水増大にむけた具体的な施策 

1)課題 

現状および理想の姿を踏まえると、過去から現在にかけて水資源の源となる降

水量は大きな変化はなく、集水域では大規模な揚水はなされていない。一方で、

土地利用は都市化とともに大きく変化しており、涵養量の明瞭な減少が認められ

ている。 

このため、郷土文化館下の湧水増大を図る上での課題として、郷土文化館下の

湧水の集水域において、涵養量を増加させるハード施策が必要である。また、目

指すべき湧水量が定量化されていないことも重要な課題である。湧水は降雨が地

中に浸透し、地下水となって地中をゆっくりと流れているため、浸透から湧出ま

でには長い年月が必要となる。一方で、地下水位や湧出量は降水量や人為的な揚

水の影響を受け、季節変動が生じることが想定される（図 6-23）。このため、目

指すべき湧出量は年間を通じ少なくとも確認できる湧出量（基底湧出量、図 6-24）

として定めるべきである。 

その他、現状の湧水量の観測結果が把握されておらず、施策の効果の評価がで

きないこと、市民・事業者による地下水や湧水に対する気づきや関心を醸成する

ことといったソフト面の課題も挙げられる。 

 

図 6-23 地下水位の季節変動イメージ 

 

 

図 6-24 基底流出量のイメージ 
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2)湧水増大にむけた具体的な施策 

国立市では、国立市水循環基本計画（H28.8）において地下水や湧水保全に寄与

する施策を整理している（表 6-3参照）。本計画では、雨水浸透施設等のハード面

の施策のほか、市民参加の環境づくり等ソフト面の施策まで網羅的に整理されて

いる。地下水や湧水の保全に向けては、このような施策を持続的に、継続的に実

施することが重要である。本検討では本計画による施策を踏まえ、補足的に湧水

増大にむけた具体的なハード面・ソフト面の施策を検討した。 

 

 

表 6-3 国立市水循環基本計画（H28.8）に示された施策一覧 

（湧水保全に寄与する施策、重複除く） 

基本目標 施策 

（１） 雨水浸透と地下水の保全 ・雨水浸透施設の設置 

・雨水浸透ます設置助成金の継続 

・新築住宅への雨水浸透ます設置の窓口指導 

・既設住宅への設置呼びかけ 

・雨水浸透トレンチ設置 

・地下水保全防止策検討 

・テトラクロロエチレンの浄化作業の継続 

・民有地の表土の保全 

（２） 湧水と周辺環境の整備 ・市民参加の環境づくり・仕組みづくり 

・広域的な視点での涵養の取組 

（３） 安らぎと潤いを与える親水空間として

の多摩川と矢川の保全 

・水に関するイベントの開催 

（４） 安全と生態系に配慮した用水の管理 ・環境型用水路の検討 

（５） おいしく供給量も十分な上水道と節水

対策 

・おいしい水を確保するための東京都への要望 

・節水施策（広報、漏水防止、有効利用） 

・雨水貯留装置（雨水タンク等）の設置 

・市民への設置アピール 

・雨水貯留装置設置助成金検討 

（６） 下水道の改善・整備 ・施設老朽化対策事業着手 

・高度処理水の活用 

（７） 災害時の水を確保できる体制の整備 なし 

（８） 水循環に寄与できる緑地の保全 ・農地等緑地（農地、ハケ、平地林等）の保全 

・生垣助成制度等による民有地の緑化 

・道路の沿道緑化 

・民有地崖線の市借地による維持管理 

・都市計画公園優先整備区域の整備 

（９） 環境学習への取組 ・小中学校での水環境学習（体験学習）の推進 
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(a) ハード施策 

ハード施策として、雨水等の地下浸透増大に繋がる施策・対策を挙げる。な

お、これらの雨水浸透施設は、対象とする集水域を中心として設置することが

基本となるが、経年ないし季節変化に伴う地下水位面の分布が変化すると、そ

の集水域も変化するため、本業務で設定した集水域以外からも流れてくること

も考えられる。また、長い年月をかけて流れる地下水の特性が安定した水質や

湧出量に寄与していることを踏まえると、これらの施策は集水域を中心としつ

つも、国立市全体で取り組むことが望ましい。 
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表 6-4 ハード面の施策案一覧 

項目 透水性舗装 透水池 地表面の緑地化 雨水浸透側溝 集水桝の浸透加工 浸透井戸からの涵養 
府中用水・矢川からの 

導水および浸透 

概要 

既存舗装を透水性舗装（台地上

の道路舗装を空隙の大きい舗装

材（表層）、砕石等による路盤、

敷砂によるフィルター層で構成

される透水性の高い舗装）とし、

地下に降雨を浸透させる 

台地上に池を設け、表流水や雨水

等を貯水し、池の底面から浸透さ

せる 

公共施設や家屋、事業所の駐

車場等の舗装を芝等で緑地化

し、雨水の表面流出を減少さ

せ、地下浸透させる 

道路側溝を有孔U字溝や敷砂、

砂利等とし、浸透させる。排

水性も確保するため、勾配を

つけて設置する 

既存の雨水管路に鉛直方向の

穴を設け、地下浸透させる 

既存の民間井戸あるいは新た

に設けた井戸に雨水等を導水

し、地下浸透させる 

崖下を流れる府中用水を水車

等で台地上までくみ上げ、ま

たは矢川の水を水路を介し自

然流下させ、集水域内の雨水

浸透施設設置箇所周辺で散水

する 

メリット 

 基本的にメンテナンスは

不要 

 都市化とともに舗装道路

が増加しており、集水域の

道路にて施策を講じるこ

とで網羅的に浸透面積を

増加させることができる 

 雨水浸透施設では、降雨時

の水が直接砂礫に供給され

るため、水位上昇等が生じ

る 

 湧水池は池への貯水が浸透

期間のバッファ効果を発揮

する（時間をかけて浸透す

る）ため、湧水量の季節変

動が安定する 

 景観面で優れている 

 ヒートアイランド現象

対策にも効果的である 

 地下に浸透することな

く、下水管に流出してい

た水を浸透させること

ができる 

 景観等を大きく変えな

い 

 大規模な設備投資等は不

要であり、既存の施設を

改良することで対応可能 

 浅井戸は湧水と同じ段丘

礫層の水を取水している

ため、段丘礫層に直接的に

水を入れることができる 

 

 湧水とともに水車があ

ることで、市民等からの

関心を得られる可能性

がある 

デメリット 

 道路上での油漏れ等に伴

う水質悪化が懸念される 

 通常の舗装よりもコスト

が高い 

 定期的に舗装の修繕等が

必要となる 

 市道以外に敷設する場合

は、管理者（東京都など）

との協議が必要 

 用地の確保が難しい 

 貯水する水の確保が必要と

なる 

 定期的な清掃等が必要 

 芝の維持管理が必要 

 民有地をはじめ、既存の

コンクリートやアスフ

ァルト等を撤去する必

要がある 

 ゴミ等が穴につまり、メ

ンテナンスが必要 

 浸透に伴う水質悪化が

課題 

 ゴミ等による目詰まりや

メンテナンスが必要 

 浸透に伴う水質悪化が課

題 

 井戸所有者との協議が必

要 

 導水する水によっては、地

下水質が悪化するため、水

質対策が必要 

 ゴミ等による目詰まりや

メンテナンスが必要 

 府中用水は、非灌漑期に

水が流れないため、灌漑

期のみしか浸透できな

い、水利権の課題 

 水車のメンテナンスも

必要 

 台地上で浸透させるポ

イントも別途検討が必

要 

イメージ 
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a) 透水性舗装 

台地上の道路舗装を空隙の大きい舗装材（表層）、砕石等による路盤、敷砂

によるフィルター層で構成される透水性の高い舗装とする。 

 

図 6-25 透水性舗装の概念図 

出典：大阪府ホームページ 

（http://www.pref.osaka.lg.jp/tondo/omonajigyo/hosou.html） 

  

http://www.pref.osaka.lg.jp/tondo/omonajigyo/hosou.html
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b) 透水池 

台地上に池を設け、表流水や雨水等を貯水し、池の底面から浸透させる。 

 

 

図 6-26 透水池の概念図 

出典：東京都都市整備局（H28.3）公共施設における一時貯留施設等の設置に係る技術指針 

 

c) 地表面の緑地化 

公共施設や家屋、事業所の駐車場等の舗装を芝等で緑地化し、雨水の表面流

出を減少させ、地下浸透させる。 

 

図 6-27 地表面の緑地化イメージ 

出典：親和商事株式会社ホームページ 

（https://www.shinwa-syoji.com/turf/public/） 

  

https://www.shinwa-syoji.com/turf/public/
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d) 雨水浸透側溝 

道路側溝を有孔U字溝や敷砂、砂利等とし、浸透させる。排水性も確保する

ため、勾配をつけて設置する。 

 

図 6-28  雨水浸透側溝イメージ 

出典：平和コンクリート株式会社ホームページ 

（http://heiwa-con.co.jp/product/choryu_shinto_sokko/） 

 

e) 雨水管路や集水桝の浸透加工 

既存の雨水管路に鉛直方向の穴を設け、地下浸透させる。 

 

図 6-29 雨水集水桝浸透化加工の概念図 

出典：全国非開削普及協議会,EGSM工法パンフレット 

  

http://heiwa-con.co.jp/product/choryu_shinto_sokko/
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f) 既存井戸・浸透井戸からの涵養 

既存の井戸に雨水等を導水し、地下浸透させる。郷土文化館下の湧水の集水

域には3か所の浅井戸が位置しており、それらの井戸に導水する。 

 

図 6-30 浸透井戸の概念図 

出典：東京都都市整備局（H28.3）公共施設における一時貯留施設等の設置に係る技術指針 

 

g) 府中用水・矢川の導水および浸透 

崖下を流れる府中用水を水車等で台地上までくみ上げ、または矢川の水を水

路を介し自然流下させ、集水域内の雨水浸透施設設置箇所周辺で散水する。 

 

図 6-31 府中用水からの揚水イメージ 

写真出典：みたかナビホームページ（http://www.mitakanavi.com/spot/park/nogawa_suisha.html#i003） 

 

 

府中用水 

設置する水車の例 
矢川 
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(b) ソフト面での施策 

ソフト面の施策は、ハード対策を行う上での現状の把握を目的とした施策と、

市民等からの認知を高めることを目的とした施策が考えられる。 

 

【現状の把握】 

a) 湧出量モニタリングの実施 

現状の湧水量を把握し、目標とする湧水量との乖離および必要となる施策の

検討のため、湧水量を定期的にモニタリングする。モニタリングは、雨水浸透

施設等の施策の効果を定量的に評価するため、継続的に実施することが望まし

い。 

湧水量は、郷土文化館下の湧水①および②それぞれでモニタリングし、1回

/3カ月の頻度、少なくとも1回/6カ月の頻度であれば、湧水量の経年的な変化

の他、季節による湧出量の違いを確認することが可能である。 

 

b) 雨水浸透施設の台帳化 

国立市内で導入された雨水浸透施設は、下水道課で管理しているものの、設

置場所や施設の構造等の諸元が速やかに把握できる状態にはない。雨水浸透施

設の現況を整理し、これらの効果を定量化することが必要である。 

 

c) 雨水浸透施設のモニタリング 

雨水浸透施設は、長期的な使用に伴い、土砂やゴミ等が流入することで目詰

まり等が生じ、期待された効果が得られていない可能性が考えられる。また、

目標とする湧水量を踏まえ、必要となる雨水浸透施設を入れる場合においても、

雨水浸透施設からどの程度浸透しているかを定量的に把握することが重要で

ある。 

よって、湧水増加施策の一環として、雨水浸透施設のモニタリングを行う。 

 

d) 雨水浸透施設のメンテナンス 

前述の通り、雨水浸透施設は長期的な使用に伴い、浸透能力の低下が生じる

可能性がある。浸透能力の低下を防ぐためには、定期的な清掃が必要不可欠で

ある。浸透施設の構造に応じたメンテナンス方法を検討し、市民等へ発信する

必要がある。 
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【認知の創出と向上】 

前述の課題でも整理されたように、市民や事業者との連携あるいは市民主体の

湧水保全を行うには、まず市民に国立が誇る地下水や湧水の魅力と課題について

「気づき」、認知してもらうことが重要である。その上で、市民が協力しながら保

全や管理を行い、地域のそれらの結果を市民の手によって、湧水の存在や魅力を

発信していくことが必要となる。 

市民の「気づき」を生み出す施策として、以下を整理した。 

 

 

図 6-32 市民による湧水保全のステップ 

 

e) 教育機関との連携 

湧水や地下水環境を持続的に保全するためには、市民や事業者からの理解や

協力を得ることが必要不可欠であるが、里人会議をはじめ賛同者の高齢化が懸

念される中、若者からお年寄りまでが協力して保全活動を行い、湧水とともに

文化の継承を行える環境が望ましい。 

一方で、若者や国立市街からの移住者には、国立独自の自然環境や文化、歴

史等の認識が薄く、湧水環境についても同様と考えられる。このため、地域の

幼稚園、小中学校、高校、大学等の教育機関と連携し、野外実習の訪問先とす

ることや、湧水や地下水をテーマとして授業を行うことで、若い世代への「気

づき」や「認知」を行うことができると考えられる。 

f) 湧水に関するイベントの開催 

多くの市民に湧水や地下水のことを認知してもらうために、「環境」や「自

然」、「湧水」等をテーマにしたイベントを開催する。あるいは、既存の「国立

市民フェスタ」や「天下市」等のイベントにてアピールを行う。それらのイベ

ントに市民を招待し、家族で楽しみながら学ぶことで、湧水の大切さを伝える。

なお、アピール度を上げるためには、ワサビやホタルといった湧水と人を介す

媒体があることが望ましい。 

g) PR用媒体の作成 

市担当者が積極的に湧水や地下水をアピールする場合には、国立市の地下水

や重要性を分かりやすく伝える必要がある。このため、教育機関との連携時や

イベント等でも使えるパンフレット、動画、歌等を作成し、活用していく。 

  

認知
管理

発信
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6.3  施策展開に向けた今後の課題と解決策 

 

6.3.1  施策展開に向けた今後の課題 

本節では、郷土文化館下の湧水増大に向けた施策だけではなく、国立市に位置す

る他の湧水や国立市を流れる地下水の保全に対する課題と解決策を整理する。 

 

国立市内で湧出する湧水のうち、郷土文化館下の湧水および常盤の清水は、その

集水域が国立市内で収束しているのに対し、ママ下湧水の集水域は広域であり、周

辺自治体にも及んでいる。このため、前者は国立市単独による施策等で湧水量の増

大や保全を検討することになるが、ママ下湧水の場合、国立市外を流れる地下水も

検討する必要があるので、関係者やステークホルダー等がより複雑化することが予

想される。 

よって、本検討は、①国立市内で対応すべき課題と、②広域で検討すべき課題に

区分した。 

 

また、今後の人口減少に伴う税収入の減少や多様化する行政サービス等の背景を

踏まえると行政単独で施策を展開することは困難であり、施策展開に向けて市民や

事業者の協力・協働が必要不可欠である。 

以上のことから、前述の施策等の展開に向けた今後の課題について、行政、市民

および事業者の役割を図 6-33のように捉え、整理する。 

 

 

図 6-33 各主体の役割  

市民 

事業者 

行政 

 ビジョンや施策を検討し、各主体の役割を定め、進むべき方向性を定める 

 事業者や市民と協働し、地下水マネジメントを行う 

 国立の地下水・湧水の魅力を内外に発信し、各主体の気づきの創出や

行動および発信に結び付ける 

・ 行政が行う施策に積極的に協力する 

・ 水利用を行う上では、水使用量や井戸水位のモニタリングを行い、管理を

行う 

・ 一人ひとりが国立の地下水や湧水を理解し、湧水環境やそれに伴う文化

等を次世代に伝える 

・ 行政が行う施策に「できることをする」の姿勢で協力する 
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(1) 国立市内で対応すべき課題 

課題は、実現性および持続性の観点から抽出した。 

抽出した課題を図 6-34に示す。 

 

行政は、地下水増大施策を行う中心的な存在であり、事業者や市民を巻き込み

ながら、目標に向かって進める指導的役割が大きい。このため、行政側の実現性

の課題は、具体的な施策の導入に必要な予算や用地の確保のほか、目標の設定な

どが挙げられる。また、持続性の課題は、施策効果の定量評価、具体的な浸透施

設のメンテナンス、事業者や市民の参画を促すことが求められる。 

 

一方、市民や事業者は、行政が行う施策に賛同し、実行する当事者となる。 

事業者の実現性の課題は、湧水や地下水といった地域資源に気づき、理解する

ことや活動に賛同・実行するための予算の確保などである。また持続性の課題と

しては、社内における担当者や参加者の確保、行政等の良好な関係の維持および

社内に対し活動に賛同・実行することによるメリットを明確にする必要があると

考えられる。 

市民の実現性の課題は、湧水や地下水といった地域資源に気づき、理解するこ

と、そして保全活動等に参加する人材の確保である。持続性の課題は、賛同した

市民の活動が一過性ではなく、各市民が「できることをする」の姿勢で取り組み、

次世代の人間に繋げ、伝えることである。 
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図 6-34 施策等の展開に向けた国立市内で対応すべき主な課題 



 

6-34 

(2) 広域で検討すべき課題 

抽出した課題を図 6-35に示す。 

周辺自治体も含めて施策を行う場合は、国立市単独における課題に加え、異な

るビジョンを描く、複数の自治体との調整・連携が課題となる。特に、地下水は

流れる資源であるため、上流側の自治体は地下水増大施策を行う効果が下流に比

べて小さく、取り組みに温度差が生じる可能性が大きい。 
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図 6-35 広域で検討すべき課題 
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6.3.2  課題への解決策 

抽出した課題に対する解決策について、解決策を表 6-5～表 6-7に整理した。 

 

前述の通り、湧水は地域の重要な自然資源であるものの、インフラ等の発展とと

もに日常生活との距離が生まれ、市民や事業者からの関心が低下していることが重

要な課題である。このため、解決策としては、国立市における水循環の仕組みや地

域文化との関わり、湧水の魅力を共有するとともに、その直接的な対策としての雨

水浸透施設の有効性を認知してもらうことが重要である。そのためには、国立市自

身がより明確に水資源に関する背景や課題、目指すべきビジョン、そして施策を定

め、効果的に発信するとともに、市民や事業者が施策を導入しやすい環境を作り出

すことが重要である。 

 

一方で、周辺自治体と連携し、広域的な涵養施策をとる場合、地域によって地下

水を取り巻く環境が異なり、様々なステークホルダーが関与するため、施策を実行・

管理する体制づくりが最も重要となる。 

環境省による「地下水保全ガイドライン」によれば、地下水保全の体制づくりの

ひとつとして、「地下水ガバナンス」と呼ばれる「協働型統治」の考え方が示されて

いる。地下水ガバナンスにおいては、地下水保全政策を定めるための「意思決定機

関」の設置・運営と、個々の施策の実施主としての行政、事業者、市民等による連

携が必要とされている。行政は個々の施策の実施主のほか、意思決定機関における

主導的役割を担っており、流域において目指すべき方向性やビジョン等を定めた長

期計画（マスタープラン）や、事業者、市民等が個々の施策を実施する行動計画（ア

クションプラン）を作成することが重要である。 

また、地下水は見えない資源であり、地域ごとに地下水環境は異なることから、

必要に応じて有識者や専門家からの助言等を受けられる体制や東京都との連携も視

野に入れておくべきである。 

 
図 6-36 広域における地下水管理体制のイメージ  
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表 6-5 各課題に対する解決策（行政） 

対象 課題 解決策 

行
政 

実
現
性 

施策を行う予算の確保 
 関係部局との協働 

 補助金の獲得 

施策を行う用地の確保 

 公共施設：関係部局との調整 

 民有地：市民、事業者への呼びかけ 

 集水域における候補地現地確認調査 

必要涵養量（目標）の設定 

 現在の湧出量の把握 

 湧出量と涵養量を基に、必要涵養量

を設定 

持
続
性 

施策の効果の見える化 
 現在および施策実施後の定期的な湧

出量の把握 

雨水涵養施設のメンテナンス 

 雨水浸透施設設置状況の台帳化 

 雨水浸透施設のメンテナンス方法の

マニュアル化 

 定期的な施設の見回り 

事業者や市民参画 

 雨水浸透施設導入の目的・位置づけ

および設置によって生まれる効果等

の発信 

 湧水を使った地域創成のビジョン策

定と発信 

 国立市の湧水・地下水についての啓

発資料、動画等媒体の作成 

 イベント等による発信 

 教育機関との連携（校外学習や野外

実習の教材として活用） 

 ワサビやホタルといった湧水と人を

結びつける媒体の活用 
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表 6-6 各課題に対する解決策（事業者） 

対象 課題 解決策 

事
業
者 

実
現
性 

湧水・地下水に対する気づき 

 公報やHP、市役所、公共施設等での

情報収集 

 水循環や水の魅力を知る講座への参

加 

 地域資源の保全と活用に対する重要

性と機会の理解 

国立市の施策への賛同 
 国立市の施策の理解 

 共通の目標やビジョンの共有 

予算確保 

 補助金等の活用 

 市への相談 

 施策への参画による効果や得られる

機会の明確化 

持
続
性 

社内の体制確立 

 窓口部署の設置 

 窓口部署からの社内への発信・呼び

かけ 

持続的な行政等との関係維持 
 窓口部署の設置 

 

社内に対する施策への協力に 

対するメリットの提示 

 SDGsや水循環基本法等、既存の法令

やグローバルスタンダードに沿った

CSR・CSV1活動のアピール 

 施策への参画による効果や得られる

機会の明確化 

 

  

                             
1 CSV(Creating Shared Value):企業が事業を営む地域社会の経済条件や社会状況を改善し

ながら、みずからの競争力を高めること 
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表 6-7 各課題に対する解決策（市民） 

対象 課題 解決策 

市
民 

実
現
性 

湧水・地下水に対する気づき 

 公報やHP、市役所、公共施設等での情

報収集 

 水循環や水の魅力を知るイベント・講

座への参加 

国立市の施策への賛同 
 国立市の施策の理解 

 共通の目標やビジョンの共有 

人材の確保 
 教育機関との連携による、若者への訴

えかけ 

持
続
性 

文化や管理の継承 

 地域の水文化や歴史の理解 

 地域行事への参加 

 世代を超えた人の交流 

 地元大学や教育機関との交流 

あらゆる世代からの関心創出 

 多角的な魅力の発信 

 時代にあった管理方法や湧水活用 

 地元大学等を交えた活動 

地域の魅力の対外的な発信 

 地域情報誌、新聞、ホームページ等に

よる発信 

 水に関する有識者を招き、活動を紹介 

 他の水資源管理を行う団体等との交流 

 

 

 


